
一 般 質 問 ＜ 個 人 ＞ 発 言 通 告 書

令和７年８月２０日

長久手市議会議長 殿

長久手市議会議員 なかじま和代

会議規則第５９条第２項の規定により下記のとおり通告します。

受
付
個 人 質 問 第 号

令和 年 月 日 時 分

質 問 事 項 及 び 要 旨 備考

１

「見える・届く・変わる」と言うけれど

市長は「令和８年度に向けて約４億円の財源不足が見込

まれる」との認識を示し、既存事業の見直しを目的として

「事業総点検」に着手している。

⑴ １８歳までの医療費無償化や帯状疱疹ワクチン接種費

用助成など、新たな予算を要する施策が実施されている

一方で、「財政が厳しい」との説明がなされている。こ

れらの施策と財政の逼迫状況との整合性、今後の持続可

能性について、市長の見解はどのようか。

⑵ 事業総点検における市民参加の不在は、「見える・届

く・変わる」と掲げる基本姿勢と矛盾しているだけでな

く、みんなでつくるまち条例の趣旨から外れているので

はないか。なぜ市民の参画の機会が確保されなかったの

か。

⑶ 令和７年度施政方針において自然環境を大切にするま

ちとして、市長の希望「花いっぱいのまち」が掲げられ

ている。しかし、現実には市役所庁舎前の花壇について

も、植栽が枯れた状態で放置されている状況が見受けら

れる。また、小学校や中央図書館の時計が停止したまま

であったり、案内看板が著しく劣化して判読困難な状態

であるなど、公共物の維持管理が行き届いていない。良

好な景観の維持管理に対する認識と必要な予算措置につ

いて、どのような考えか。



⑷ 市長は令和６年第３回定例会で「ふるさと納税は、国

がつくった制度ですので、市民の方々も国のつくった制

度を活用するという権利はあると思いますので、私は市

民の方にふるさと納税をしないでくださいということは

一切言うつもりはございません。」と発言している。一

方で、事業総点検について記述した市広報８月号の市長

コラムでは、「２０２４年度はふるさと納税制度により

約５億円が流出しました。」としている。ふるさと納税

による減収が市民サービスに与える影響について、どの

ような認識か。

⑸ 本年９月議会に先立ち、全会派（無会派の議員は個

別）に市長より、事業総点検の結果として「障害者手当

の一律減額」および「特別支援学校就学奨励金の廃止」

を９月議会に上程予定である旨の説明があった。会派

「香流」では８月６日に説明を受けたが、実際にはこれ

らの議案は上程されなかった。方針転換に至った経緯と

判断理由について、市長の見解はどのようか。

２

こどものＳＯＳと自殺対策

国内の自殺者総数は減少傾向にあるにもかかわらず、こ

どもの自殺者数は増加傾向が続いている。令和７年改正

「自殺対策基本法」では、こどもの自殺防止対策を社会全

体で取り組むべき課題と明記し、地方公共団体および学校

の責務も新たに規定された。本市としても、こどもの命を

守るための実効性ある対応が求められている。

⑴ 小中学校に配備された端末の検索履歴の傾向を、教育

委員会や学校は把握しているか。また、「死にたい」「い

じめ」「助けて」などの検索がされた場合、どのような

対応をしているのか。

⑵ 第２次長久手市地域自殺対策計画（２０２４年度から

２０２９年度）については、令和７年の法改正の趣旨を

踏まえ、こどもに係る社会的責務・ＡＩ活用などの観点

を含めた抜本的な見直しが必要ではないか。

⑶ こどもの命を守るべき社会において、大人の言動が与

える影響は極めて大きい。特に、公的立場にある者がＳ

ＮＳや私的メッセージであっても「死にたい」などの発

信を行った場合は、市民やこどもに対して重大な影響を

及ぼす。市として、リスク管理体制や対応方針はどうな

っているのか。



３

発達支援の拡充と保護者の就労支援の両立

⑴ 学校作業療法士（ＯＴ）が配置され、発達や身体の使

い方に課題を抱える児童への専門的支援が始まった。現

在の配置体制、教職員や保護者からの声、児童に見られ

る具体的な変化について、どのように評価しているか。

⑵ 自宅にいながら、作業療法士などの専門家による支援

を受けられるオンライン発達支援が全国的に広がってい

る。特に放課後や土日、長期休暇など学校外の時間帯、

また保育園に通う未就学児にとって、有効な選択肢とな

り得る。市として、保護者や関係機関への情報提供、試

行的導入・助成を検討できないか。

⑶ 障がいのあるこどもを養育する家庭において、保護者

が就労を諦めざるを得ない状況が生じている。こうした

実情に対し、こどもの発達支援と、保護者の就労支援が

両立できる環境整備は、市の重要な責務と考えるが、市

長の認識と方針はどのようか。

４

リニモ開業２０周年

リニモ（東部丘陵線）は、日本で唯一の磁気浮上式リニ

アモーターカーであり、世界的にも希少な公共交通機関で

ある。２００５年の愛・地球博を契機に開業し、その理念

を引き継ぐ移動インフラとして、本市のまちづくり・公共

交通政策において極めて重要な役割を果たしている。本市

は、発行済株式の１５．４５％を保有する主要株主であり、

リニモの安定的な運行と経営基盤の確保について、一定の

責任と発言権を有している。今後、車両更新や設備改修等

の多額な費用が発生することが見込まれており、将来的な

財政リスクの顕在化に備え、市としても経営状況を正確に

把握し、運営主体である愛知高速交通株式会社に対して適

切な対応と改善を求めていく必要がある。

⑴ 令和６年度の決算公告について、経営状況をどのよう

に評価しているのか。また、これまで主要株主として、

愛知高速交通株式会社に対してどのような要望・監視を

行ってきたのか。

⑵ 過去の議会質疑において、令和１０年前後を目途に車

両更新が必要となる見通しが示されているが、市として

どのような財政的・制度的備えを進めているのか。併せ

て、愛知高速交通株式会社は、整備・更新に必要な技術

的知見の継承や部品供給体制の確保など、特殊車両ゆえ

の課題についてはどのように備え、情報共有しているの



か。

⑶ 本年７月２３日に発生したリニモの車両故障により、

全線が一時運転を見合わせ、乗客が線路上を避難する事

案が発生した。市はどのような情報共有・報告を受け、

どのような確認・対応を行ったのか。また、事故の原因

は解明し、再発防止は図られたのか。


